
使用料対象経費の算定
汚水を処理するために使用者に負担していただく費用

（構成）
使用料対象経費

減価償却費・支払利息

⇒総称して資本費と呼びます
人件費、点検調査費、消耗品費、
処理場の維持管理負担金 等

⇒総称して維持管理費と呼びます

※本資料における金額は全て税抜額で表示します

施設の整備・更新にかかった資金を
回収するための費用です。
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使用料対象経費の算定結果
令和５年から令和９年にかけて下水道事業コストは
年間９億６,０００万円前後で推移する見込みです。

減価償却費・支払利息

⇒総称して資本費と呼びます

人件費、点検調査費、消耗品費、
処理場の維持管理負担金 等

⇒総称して維持管理費と呼びます

※「分流式下水道等に要する経費」
分流式下水道は合流式に比べて整備の
コストが高くなるため、資本費の一部
を公費が負担します。

4億9,821万円

3億6,597万円

1億451万円

4億9,827万円 5億102万円 5億482万円 5億758万円

3億6,405万円 3億6,032万円 3億5,514万円

9,980万円 9,746万円 9,794万円 1億75万円

3億5,185万円
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９億6,869万円 ９億6,212万円 ９億5,880万円 ９億5,791万円 ９億6,018万円（億円）
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使用料対象経費の算定結果
事業コスト(令和５年度〜令和９年度)の合計は・・・

維持管理費：25億990万円

資本費(総額)
22億9,780万円資本費

（使用料で回収が必要）
17億9,733万円

5億47万円・全体で48億770万円です。

・このうち43億723万円は使用料で
ご負担いただく必要があります。

・差額５億47万円は公費が負担し
ます。

※分流式下水道は合流式に比べて整備のコスト
が高くなるため、資本費の一部を公費が負担
します。

公費にて負担すべき費用
（分流式下水道に要する経費）
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